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１．概要 

  新規性及び非自明性の判断を行う際には、クレーム発明と先行技術とを比較し、一致

点及び相違点を認定する。 

 ここで先行技術に記載された文言、データまたは図面にクレーム発明に対応する事項

が記載されているが、当該記載は誤りと思われるある場合、それは先行技術としての適

格性を有するのであろうか。本事件では先行技術に記載されたレンズの特性値に基づき

特許の無効が主張されたが、特許権者は当該先行技術の記載は明らかな誤りであり先行

技術には該当しないと主張した。 

 CAFC は先行技術中の表の記載は明らかな入力ミスまたは明らかな誤りであると判

断した審判部の決定を維持する判決を下した。 

 

２．背景 

(1)特許の内容 

 IMMERVISION は「可変解像度のデジタルパノラマ画像をキャプチャして表示する

方法」と称する米国特許第 6,844,990（以下、990 特許という）を所有している。990 特

許は、デジタルパノラマ画像のキャプチャと表示に関するものである。 

 

パノラマ（例えば、超広角）対物レンズは、通常、線形画像点分布関数を持っている。こ

れは、画像の中心からの画像ポイントの距離と、画像の中心に対するオブジェクトポイント

の対応する相対角度との間に線形関係があることを意味する。この直線性により、デジタル

パノラマ画像を簡単に回転、シフト、拡大または縮小できるが、画像の品質は、最初の画像

を撮影するときに使用するイメージセンサーの解像度に制限される。 
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この画質の制限は、画像のセクターを拡大するときに最も顕著となる。990 特許は、「イ

メージセンサーの単位面積あたりのピクセル数を増やすことなく、または光学拡大システ

ムを提供する必要なしに」、デジタルパノラマ画像の特定のセクターの解像度を向上させる

ことを目的としている。 

 

具体的には、990 特許明細書は、「画像の特定のゾーンを拡張し、画像の他のゾーンを圧

縮する」非線形画像点分布機能を有する対物レンズを使用して初期デジタルパノラマ画像

をキャプチャすることを説明している。 

 

次に、「初期画像の非線形性」を修正して、表示用の最終的なパノラマ画像を生成する。

画像の拡大されたゾーンは、線形の画像点分布を有するレンズの場合よりも多くのイメー

ジセンサーのピクセルをカバーする。 

 

争点となったクレームは、レンズが「画像の中心と画像の端を圧縮し、画像の中心と端の

間にある画像の中間ゾーンを拡大する」ことを特定している。 
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クレーム 1 に従属するクレーム 5 は以下のとおりである。 

1. (Cancelled)デジタルパノラマ画像をキャプチャする方法において、 

パノラマ対物レンズを用いてパノラマをイメージセンサーに投影することにより、パノ

ラマ対物レンズは、パノラマの物体点の画角に対して線形ではない像点分布関数を有し、 

分布関数は、得られたパノラマ画像が少なくとも１つの実質的に拡大されたゾーンおよび

少なくとも１つの実質的に圧縮されたゾーンを有するように、線形分布関数と比較して少

なくとも±10％の最大発散を有する。 

5. クレーム１の方法において、対物レンズは、画像の中心と画像の端を圧縮し、画像の中

心と端の間にある画像の中間ゾーンを拡大する。 

 

(2)訴訟の経緯 

 2019 年 11 月 27 日、LG は当事者系レビューを求める 2 つの申立を提出し、それぞれ 990

特許の従属クレームにレビューを申し立てた。LG が非自明性の先行技術として用いた文献

は、「非球面レンズを使用した超広角レンズシステム」を対象とした米国特許第 5,861,999

号(Tada)である。 

 

Tada は、一般的なシステム構造を共有し、レンズ要素の厚さ、分離距離、レンズ形状な

どの側面が異なる 4 つの実施形態について説明している。各実施形態は、様々なレンズ要

素の非球面特性に関連する８つの条件のセットを満たしている。実施形態３は、図 11 に示

され、表５に示される規定、つまり光学パラメータのセットによって説明される。 

 

Tada は、JP H10-115778（「日本優先出願」）として公開された日本特許出願第 09-201903

号から優先権を主張している。Tada は、優先出願を「全体として参照することにより」「明

示的に組み込んだ」。LG は、IPR のあったクレームに記載されているように、Tada は、画

像の中心と端を圧縮し、画像中心と画像端の間の中間ゾーンを拡大する非線形の画像点分

布を持つパノラマ対物レンズを開示していると主張した。 

 

ただし、Tada は、レンズのイメージポイント分布関数について明確に説明していない。

代わりに、LG は、クレーム 5 および 21 に記載されているように、Tada の第 3 の実施形態

が「画像の圧縮された中心と端、および画像の中心と端の間の画像の拡張された中間ゾーン」

を生成する分布関数を持っているという命題について、専門家の Chipman 博士の宣言に依

存した。 

 

Chipman 博士は、光学設計プログラムに公開された表 5 の特定の情報を入力することに

より、Tada の表 5 の情報を使用して、Tada の図 11 のレンズを再構築した。次に、チップ
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マン博士は、6 つの波長でレンズシステムの画像点分布関数をプロットし、それらのいずれ

かで「関数が線形ではない」ことを証言した。 

 

より具体的には、チップマン博士は、Tada のレンズシステムのこの実施形態は、「画像の

中心と画像の端を圧縮し、画像の中心と端の間に位置する画像の中間ゾーンを拡大する」と

説明した。LGは、表5の規定を使用したチップマン博士の計算とプロットにのみ依存して、

Tada の 3 番目の実施形態が IPR のあったクレームの圧縮および拡張ゾーンの限定を満た

していることを示した。 

 

審判部は、両方の手続において当事者系レビューを開始した。IMMERVISON は、特許

権者の回答において、Aikens 氏の宣言に依拠して、Tada の表 5 には、自明性の根拠を形成

できない、一見して明らかな誤りが含まれていると主張した。 

 

Chipman 博士の作業の検証を特に任された Aikens 氏は、光学デザインプログラムを使

用して、Chipman 博士のプロセスに従い、非球面係数（非球面レンズの表面形状を定義す

る値）を含むレンズモデルを、Tada の表 5 の規定から作成することから始めた。  

 

Aikens 氏は最初から、何かがおかしいことに気づいた。Tada の表 5 に基づくレンズモ

デルの物理的表面と、Tada の図 11 に示されているレンズの例が一致していなかった。こ

の不一致のため、Aikens 氏は、彼のレンズモデル用に生成されたサグテーブル（光軸に対

するレンズ表面の高さのテーブル）を、実施形態３に対応する Tada の表６に提供されたサ

グテーブルと比較した。これらも合致しなかった。 

 

次に、Aikens 氏はレンズモデルの像面を見直して誤差の大きさを評価し、出力画像が

「Tada が明示的に防止しようとしていた、正確に修正されていない像面湾曲」で歪んでい

ることを発見した。画像がひどく歪んでいることを確認した Aikens 氏は、光学設計コード

の「標準出力機能」を使用して、レンズモデルの他の側面を第 3 の実施形態として Tada で

提供された「収差、非点収差、歪みの図」と比較し始めた。 

 

たとえば、Aikens 氏は、自分のレンズモデル用に生成されたコマ収差プロットを Tada

の図 15A〜D（表 5 のデータを使用したモデルレンズシステムのコマ収差プロット）と比較

した。これらも合致しなかった。Aikens 氏は、「この時点で、当業者は、モデルにエラーが

あり、エラーが重大であると確信するだろう」と説明した。 

 

次に、Aikens 氏は、以下の再現表に示されているように、Tada の実施形態２に対応する

表３の非球面係数が、実施形態３に対応する「表５とまったく同じである」ことに気づいた。 
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Aikens 氏は、レンズシステム全体の焦点距離に対する Tada の非球面レンズ要素の曲率

半径と非球面係数の比率を提供する Tada の表 9 に目を向けた。レンズシステム全体の焦点

距離は各実施形態で 1 と定義されているため、表 9 の条件（2）、（3）、および（4）の値は、

表 5 の非球面係数 A4、A6、および A8 と一致している必要がある。しかし下記に示す通り

これらは一致していない。 
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 最後に、Aikens 氏は Tada の日本の優先出願をレビューし、その表 5 の非球面係数（Tada

の表 5 と同じレンズの実施形態に対応）が Tada の表 5 の非球面係数とは異なることを確

認した。これらの表の関連部分を以下に再現する。 
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Aikens 氏は、日本の優先出願の非球面係数に「彼のモデルの非球面係数を一致するよう

に変更」した後、日本の優先出願における非球面係数が正しいものであり、それらは、「表

6 に記載されている表面と完全に一致する」レンズ表面をもたらしたことが明らかになった。 

 

言い換えれば、Tada には文字起こし、つまりコピーアンドペーストのエラーがあった。

その実施形態３に対応することを意図した Tada の表５の開示は、実際には、実施形態２に

対応する表３の開示と同一であった。 

 

審判部は、最終的な書面による決定において、当業者が認識および修正したであろう

「Tada の表 5 における非球面係数の開示は明らかな誤りである」と判断した。続けて、審

判部は、日本の優先出願の表 5 の正しい非球面係数が文言を満たさないため、LG は異議申

し立てのあった請求が自明であると証明する責任を果たしていないと判断した。LG は

CAFC に控訴した。 

 

 

３．CAFC での争点 

争点：誤りのある先行技術が非自明性の根拠とすることができるか否か 

 

 

４．CAFC の判断 

結論：明らかな誤りがある場合、先行技術に該当しない 

50 年以上前、CAFC の前身裁判所 (CCPA)は、吸入麻酔薬の特定の化合物である

CF3CF2CHClBr を対象とする特定のクレームの拒絶を確認する審判部の決定を覆した1。 

 
1 In re Yale, 434 F.2d 666 (C.C.P.A. 1970) 
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自明性の拒絶は、数年前に発表された記事でのこの化合物の誤った開示に依拠していた。 

 

その記事には、他の吸入麻酔薬と一緒にグラフにプロットされた 9 つの化合物の 1 つと

して CF3CF2CHClBr が含まれていた。これは、リファレンス内の CF3CF2CHClBr の唯

一の記載であった。化合物 CF3CHClBr は、記事の残りの部分全体に登場した。当時、

CF3CF2CHClBr は既知の化合物ではなかった。CCPA は、これらのタイプの明白なまたは

明白な誤植を評価するための基準を定めた。 

 

Yale 事件では、個別にまたは累積的にいくつかの証拠がいくつあっても、当業者に誤り

の存在を警告すると説明した。最初に、裁判所は、参考文献の図の間に矛盾があることに留

意した。「図 3 の CF3CF2CHClBr は、図 1 にも記載されていない図に記載されている唯一

の化合物である。」 

 

次に、Clements にリストされている 8 つの化合物はすべて、図 1 で CF3CHClBr に割り

当てられた化学的性質値を持つ CF3CF2CHClBr 化合物を除いて、図 1 にリストされてい

るものと同じ化学的性質値を持っている。CF3CF2CHClBr と CF3CHClBr は 2 つの異な

る化合物であるため、裁判所は、同じ化学的性質の値を持つ可能性は低いと説明した。 

 

最後に、読者からの手紙に応えて、記事の著者の 1 人は、CF3CF2CHClBr への参照はも

ちろん、読者が想定したエラーであり、CF3CF2CHClBr は CF3CHClBr と読み取る必要

があると述べた。裁判所は、この最後の証拠が「宣誓されていなかった」ため、証拠の重要

性を低くしたが、CF3CF2CHClBr の開示は誤りであるという結論をサポートするものと裁

判所は判断した。 

 

Yale 事件で裁判所は、先行技術が、誤植として誤った情報を精神的に無視するか、また

は誤った情報を正しい情報に精神的に置き換える当業者にとって、明らかな入力ミスまた

は類似の性質の明らかな誤りを含む場合、誤った情報が主題を開示しているとは言えない、

と判断した。 

 

 CAFC は続いて、本件の分析を行った。それ以前の記録に基づいて、審判部は、Tada の

表 5 の非球面係数が、当業者には明らかであったであろう入力ミスまたは同様の性質の明

らかな誤りであると判断した。以下で説明するように、審判部の判断は実質的な証拠によっ

て裏付けられていると結論付ける。 

 

審判部は、開示が入力ミスまたは類似の性質の明らかな誤りであることを当業者に警告

するであろう表 5 の開示のいくつかの側面を正しく特定した。まず、Tada の日本の優先出



10 

 

願の表 5 は、非球面係数の値が Tada の表 5 とは異なる。Aikiens 氏の宣言を引用して審判

部は、Tada の表 5 の係数と日本の優先出願の表 5 の係数の不一致は、Tada の表 5 の A4、

A6、および A8 の値の転記エラー、つまり表 3 の非球面データの値の不注意な重複に基づ

いていた、と判断した。 

 

実際、Aikens 氏は、表 5 の明らかな誤植を、表 5 にリストされている非球面係数が Tada

の実施形態 2 を説明する表 3 から誤ってコピーされたエラーと判断した。審判部は、表 5

の非球面データに関する不一致と同様に、日本の優先出願と Tada 自体との間の表 1、3、

7、および 9 の対応は、翻訳前であっても明らかであると説明した。 

 

第二に、審判部は、Tada の表 5 と表 9 の間の不一致により、「表 5 の非球面係数の記述

に誤りがあることが明らかになった」と判断した。Tada の表 5 と表 9 が矛盾していること

は議論の余地がない。Tada の表 5 の非球面係数 A4、A6、および A8 は、表 9 の条件（2）

〜（4）の値と一致する必要があるが、一致していない。Aikens 氏が説明し、Chipman 博

士が同意したように、レンズシステム全体の焦点距離は各実施形態で１に設定されている

ため、表９は４つの実施形態のそれぞれの非球面係数を示し、それは実施形態１、２、およ

び４については正しく一致し、実施形態３については完全に間違っている。 

 

第三に、審判部は、Tada の表 3 と 5 に同一の非球面係数があることは、「レンズシステ

ムの他のデータ値の違いと一致しない」と判断した。言い換えれば、実施形態間の他の有意

差を考えると、表３および５が同じ非球面係数をリストすることは珍しいことであった。 

 

それ以前のすべての証拠を考慮して、審判部は、Tada の表 5 には、正しい情報で置き換

えたであろう当業者には明らかであった入力ミスまたは類似の性質の明らかな誤りが含ま

れていたと、合理的に判断した。したがって、表５は、画像の中心および画像の縁を圧縮し、

画像の中心と縁との間に位置する画像の中間ゾーンを拡大するレンズを開示しているとは

言えない。 

 

 

５．結論 

CAFC は、先行技術の記載は明らかな誤りであり、非自明性の根拠とすることができ

ないとした審判部の決定を支持した。 

 

 

６．コメント 

 オフィスアクションでは、審査官から先行技術中にクレームの構成要件に対応する事
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項が開示されていることが指摘される。しかしながら、この先行技術の記載に誤りがあ

る場合、どのように取り扱われるかが争われた。 

 

 Yale 事件では先行技術として CF3CF2CHClBr が挙げられたが、この化合物の記載は

当業者にとって、明らかな入力ミスまたは類似の性質の明らかな誤りであることから、クレ

ームの主題を開示していないと判断された。本事件ではレンズ特性を記載した表の数値が

開示されていたが、表のコピーミスであることが明らかであることから、クレームの主題を

開示していないと判断された。 

 

 審査官が先行技術の記載として提示した事項については、慎重に検討する必要がある。本

事件のように先行技術に記載ミスがある場合、及び、先行技術の記載が実施可能とはいえな

い場合2の他、クレームの文言とは異なる文脈で記載されているにすぎない場合もある。オ

フィスアクションの記載内容だけではなく、審査官が提示した先行技術全体を丁寧に分析

し、対応する必要があるといえよう。 

 

判決日 2022 年 7 月 11 日 

以上 

 

 
2 Raytheon Technologies Corp. v. General Electric Co., No. 2020- 1755 


